
令和３年度　朝倉市の給与・定員管理及び人事行政の運営等の状況を公表します

＜給与・定員管理等の公表＞

１　総　括

　(1) 人件費の状況（普通会計決算）

　(2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

（注） １　職員手当には退職手当は含まれていません。

２　再任用短時間勤務職員給与費及び会計年度任用職員給与費は含まれていません。

３　職員数は令和３年３月３１日現在の人数です（再任用短時間勤務職員及び会計年度任用職員を除く）。

　(３) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

　(４) 給与制度の総合的見直しの実施状況について

　　①給料表の見直し

　［　実施　　　未実施　］

実施内容（平均引下げ率、実施（実施予定）時期、経過措置の有無等具体的な内容（未実施の場合には、その理由））

　 市民の皆さんに市政への理解を深めてもらう取り組みのひとつとして、総務省による「地方公共団体における職員給与等の公表につ
いて（昭和56年10月13日付け自治給第45号自治事務次官通知）」及び朝倉市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例に基づ
き、市職員の任免・職員数・給与状況等の制度の概要やその運営状況について、お知らせします。

１　普通会計とは、地方財政決算統計上における会計区分で公営企業会計と事業会計以外のすべての会計をいいます。

２　人件費には、一般職に支給される給与や市長、議員、各種委員会などの特別職に支給される給料・報酬・手当のほか、社会保険
料の事業主負担分である共済費などの経費を含みます。

6,303

（給料表の改定実施時期）平成２８年７月１日
（内容）一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均２％引下げ。若年層については引下げ幅を小さく、高齢層については引下げ幅
を大きくするよう調整を行った。激変緩和のため経過措置（現給保障）を実施（終了）。
他の給料表については、一般行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。

Ａ 期末・勤勉手当

5,919

職員数

職員手当

千円 千円

【概要】　国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均2％の引下げ及び地域手当の支給割合の見直し等に取り組むとされている。

（参考）一人当たり給与費

（類似団体平均）

給 与 費

356,508

千円千円 千円千円

給　 料

一人当たり給与費

　　　　　計　　　　　Ｂ Ｂ／Ａ

令和元年度の人件費率

　　　　　　　　　　　％

51,891 44,746,098 962,987 4,927,850 11.0 10.6

　　　　　千円 　　　　　　％

（参考）

（令和3年3月31日） Ａ

令和
２年度

人　 　　　　　　　千円 　　　　　千円

Ｂ Ｂ／Ａ

（注）

461 1,814,045

令和
２年度

人

職員構成の変動によるもの。

歳出額 実質収支 人件費 人件費率

１  ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数
　の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数です。
２　（）書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指す。地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員
と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数。
　【補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の指定基準に基づく地域手当支給率）により算出。】
３　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

※　令和3年4月1日のラスパイレス指数が、①3年前に比べ1ポイント以上上昇している場合、②3年連続で上昇している場合、③100を超えている場
　合について、その理由及び改善の見込み

735,180

区　分
住民基本台帳人口

区　分

（注）

2,905,733

修正すべき部分は、

99.0 
98.0 

99.1 99.1 
97.9 

98.9 99.2 
98.0 

98.9 99.3 
98.0 

98.8 

90.0

95.0

100.0

105.0

朝倉市 類似団体平均 全国市平均

H30.4.1 H31.4.1 R2.4.1 R3.4.1

（99.3）（99.0） （99.1） （99.2）
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　　②地域手当の見直し

実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合）

　　③その他の見直し内容

　(５) 特記事項

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

　(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和３年４月１日現在）

　　①　一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　②　技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

３　職員数は、類似団体については平均人数を表示しています。

４　対象となる職員数が２人以下の場合は、個人の特定を避けるため、アスタリスク（＊）としています。

　(2) 職員の初任給の状況（令和３年４月１日現在）

円 円 円

　(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和３年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

１　経験年数とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合は、採用後の年数をいうものです。

２　経験年数１０年とは、１０年以上１５年未満、１５年とは１５年以上２０年未満、２０年とは２０年以上２５年未満の区分に基づいています。

３　該当者がいない欄については「－」としています。

４　対象となる職員数が２人以下の場合は、個人の特定を避けるため、アスタリスク（＊）としています。

42.3

１　「平均給料月額」とは、令和３年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

　　　　　　　　　　　　　　- 　　　　　　　　　　　　　　-

高　校　卒

区　　　分 朝　　倉　　市

　　　　　　　　　　　　　　-

　　　　　　　　　　　　　　-

（国比較ベース）

319,482 416,878

朝倉市 322,600

平均給与月額

344,971

福岡県

平均年齢 職員数

一般行政職

21

154,900

　　　　　　　　　　　　-

＊

朝倉市

うち学校給食員

円

平均給与月額
（国比較ベース）

平均給料月額

公　務　員

359,689

１　一般行政職とは、行政職の職員から税務職、看護職、保健職、福祉職の職員を除いた職員です。

407,153

区　　分

国

平均給料月額区分 平均年齢

　なし

平均給与月額

399,723

-

　なし

大　学　卒

254,100

経 験 年 数 １ ０ 年

（注）

　　　　　　　　　　　　　　-
技能労務職

高　校　卒 　　　　　　　　　　　　- 　　　　　　　　　　　　　　-

　　　　　　　　　　　　-
医　師　職

　　　　　　　　　　　　　　-

　　　　　　　　　　　　　　-

330,900

福岡県

類似団体

国

296,200

円

高　校　卒 154,600

大　学　卒

339,933

（注）

2,201

49.6

319,093 368,891420

51.9

377,300

大　学　卒

327,337

182,200

383,571

うちその他の技能労務職

福岡県

国

52.8

328,603

7 362,000 368,657

＊

386,620

50.9

346,460

5

＊＊

57.1

316,706類似団体

325,827

42.3

42.8

43.0

平均給与月額

379,358

286,947

＊

150,600

経 験 年 数 １ ５ 年

346,620

402,700

－

311,873

高　校　卒

区　　　         分

円

２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当などの諸手当
 の額を合計したものであり、地方公務員実態調査において明らかにされているものです。また、「平均給与月額（国比較ベー
ス）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（時間外勤務手当等を除いたもの）で算出しているものです。

188,400

一般行政職

182,200

経 験 年 数 ２ ０ 年

366,600282,500 341,400

　　　　　　　　　　　　-中　学　卒
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３　一般行政職の級別職員数等の状況

　(1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（令和３年４月１日現在）

１　朝倉市職員の給与に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

41.5 係長級

46.5 係員級

162

課長級

1

8.2

支所長補佐 課長補佐級6 1.5

181

室長

事務局長

2

1

2

局長

1

1

1

２　級

５　級

（注）

計

部長

６　級

１号給の
給料月額

最高号給の
給料月額

室長

計

課長

７　級

３　級

主任主査

係長

計

等級

支所長

部長及び議会事務局長で相当の経験を有する
者の行う職務

計

等級別基準職務表に規定する
基準となる職務

４　級

１　級

主査

主事の職務

計

・係長、保育所長及び主任主査で相当の経験を
有する者の行う職務又は職務の複雑、困難及び
責任の度がこれらと同程度のものとして規則で
定める職の職務
・課長補佐、次長及び参事補佐の職務

・主査の職務又は職務の複雑、困難及び責任
の度がこれらと同程度のものとして規則で定める
職の職務
・係長、保育所長及び主任主査の職務

所長

課長

参事補佐・課長補佐、次長及び参事補佐で相当の経験を
有する者の行う職務又は職務の複雑、困難及び
責任の度がこれらと同程度のものとして規則で
定める職の職務
・課長、局長（議会事務局長を除く。）、所長（保
育所長を除く。）、室長、支所長及び参事の職
務

5.7

参事

主査の職務

主事 17

35

129

主事

計

主査

444,900 円

414,800 円

396,000 円

388,500 円

350,000 円

32

362,900 円

319,200 円

247,600 円

304,200 円

合計

（人） （％）

計

職制上の段階

（段階）

17

内訳

職名 （人）

2.1

（人）

264,200 円

231,500 円

195,500 円

146,100 円

8 2.2

（％）

4.4

9.0

33.2

41.5

4.1 289,700 円

部長級

129

84

162

4

1

1

16

1

17

2

35

129

33

162

16

22

78

6

1

参事

課長補佐

事務局長

8

16

22

7

・課長、局長（議会事務局長を除く。）、所長（保
育所長を除く。）、室長、支所長及び参事で相
当の経験を有する者の行う職務又は職務の複
雑、困難及び責任の度がこれらと同程度のもの
として規則で定める職の職務
・部長及び議会事務局長の職務

8

4.4% 4.6% 5.8%9.0% 6.9% 10.1%

33.2% 34.0% 21.7%

41.5% 43.5%
50.3%

4.1% 1.8% 3.5%
5.7% 7.2% 6.6%
2.1% 2.0% 2.0%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

令和3年の構成比 1年前の構成比 5年前の構成比

７級

６級

５級

４級

３級

２級

１級
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　(２) 昇給への勤務成績の反映状況 　(３) 国との給料表カーブ比較表（行政職（一））

（令和３年４月１日現在）

４　職員の手当の状況

　 (1) 期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（令和２年度支給割合） （令和２年度支給割合） （令和２年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算 5%～15% ・役職加算  5%～20% ・役職加算  5%～20%

・管理職加算 10%～25% ・管理職加算 10%～25%

　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職）

　(2) 退職手当（令和３年４月１日現在）　

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度 月分 月分 最高限度 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

退職手当の１人当たりの平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された平均額です。

　活用予定時期

ロ　人事評価を活用していない

47.709

33.27075

19.6695

47.709

47.709

39.7575

28.0395

24.586875

47.709

１人当たりの平均支給額
　                           　　14,682千円

39.7575

47.709

昇給実績
がある成績率

（2%～20%加算）

　標準の成績率のみ（一律）

　活用している成績率

47.709

（注）

管理職員

昇給可能
な区分

昇給実績
がある区分

検討中

( 1.45 ) ( 0.90 )

検討中

○ ○

一般職員

昇給可能
な成績率

　活用予定時期 検討中

一般職員

2.55

イ　人事評価を活用している

昇給実績
がある区分

19.6695

　活用している昇給区分 昇給可能
な区分

定年前早期退職特例措置 定年前早期退職特例措置

１人当たりの平均支給額
　　　　　　　　　　　　　　　　　未公表

28.0395 33.27075

24.586875

朝　　倉　　市

（支給率） （支給率）自己都合 勧奨・定年

国

検討中

　標準、下位の成績率

○ ○

1,620

　上位、標準の成績率

(0.90)

（注）

　上位、標準、下位の成績率

１人当たり平均支給額（令和２年度決算）

管理職員

昇給可能
な成績率

昇給実績
がある成績率

　標準の区分のみ（一律）

1,595

2.55

(1.45)

1.90

朝　　倉　　市

ロ　人事評価を活用していない

令和３年度中における運用

－

1.90

( 1.45 )

国

2.55

１人当たり平均支給額（令和２年度決算）

( 0.90 )

1.90

福岡県

イ　人事評価を活用している

までにおける運用

令和3年4月2日から令和4年4月1日

　上位、標準の区分

　上位、標準、下位の区分

応募認定・定年自己都合

　標準、下位の区分

（2%～45%加算）

給

料

月

額
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　(３) 地域手当（令和３年４月１日現在）　

１　地域手当については、派遣職員等に支給しています。

２　対象となる職員数が２人以下の場合は、個人の特定を避けるため、支給職員１人当たり平均支給年額欄及び支給対象職員数欄を

　アスタリスク（＊）としています。朝倉市の支給率は、福岡県からの派遣職員に支給するもので、福岡県の定める支給割合を表します。

３　派遣職員等以外で朝倉市内に在勤する職員については、平成21年度から不支給に改定しています。

４　地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、

　地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数。

　（補正前のラスパイレス指数×（1＋当該団体の地域手当支給率）／（1＋国の指定基準に基づく地域手当支給率）により算出。）

 　(4) 特殊勤務手当（令和３年４月１日現在）

千円

　円

　％

種類

　(５) 時間外勤務手当

千円

千円

　(６) その他の手当　

管理職手当は、平成23年６月まで定率制で支給していましたが、同年７月から定額制へ制度変更しました。

また、管理職手当は、平成２４年１月から令和４年３月まで３％削減しています。（　　　）内は削減前の額です。

199,587

300,000円7,200,000円

　　　手当の種類（手当数） 6

10,000円診療所の臨床検査業務臨床検査技師手当

子

その他

支給実績（令和２年度決算）

看護師手当

薬剤師・医療技術職

59,417 千円

医師手当

－

１６歳未満

朝倉市

10,000 円

　　　支給職員１人当たり平均支給年額（令和２年度決算）

5.40%

福岡市

（注）

　　　職員全体に占める手当支給職員の割合（令和２年度）

手当名

　　　支給実績（令和２年度決算）

2,138,200

手当の名称

0%

国の制度
との異同

医師研究研修手当

薬剤師手当

医師調整手当

診療所の薬剤業務

支給職員１人当たり

平均支給年額

（令和２年度決算）

住居
手当

借家（借間）の場合の支給限度額 28,000 円

持ち家（令和5年度廃止・経過措置中）
39,524 千円

47,100円

管理職
手当

（注）

課長級

部長級
64,200円

48,700円

内容及び支給単価（月額）

通勤距離に応じて

10%

診療所に勤務する医師業務

200,000円

＊人

200,000円

1,600円

医師職

1.6

2,000円～
24,500円

　（48,600円）

支給職員１人当たり平均支給年額（令和２年度決算）

275,077 円

119,209 円48,756 千円

交通
機関

6,500 円

418

国の制度と
異なる内容

扶養
手当

（99.3）

地域手当補正後ラスパイレス指数
（ラスパイレス指数）

68,800円

120,000円

医師職

支給実績
（令和２年度決算）

120,000円

国の制度（支給率）

支給実績（令和２年度決算） 242 千円

同

異
254,990 円

同
６ケ月定期券等相当分
１ケ月当たり支給限度額

55,000 円

2,500 円

－

＊　円

支給対象職員数

支給職員１人当たり平均支給年額（令和２年度決算）

支給率

交通
用具

異

通勤
手当

支給なし

－

99.3

658,643 円一部異
定額制の

金額
30,298 千円

（66,200円）

（50,300円）

支給単価（月額）主な支給対象業務
支給実績

10,000円

17,106

看護師職

4,800,000円

4,800,000円診療所に勤務する医師業務

診療所の看護業務

薬剤師・医療技術職

診療所に勤務する医師業務医師職

(令和２年度決算)

＊人 10%

支給対象地域

主な支給対象職員

同

3,300円～

満１６歳以上２２歳まで 15,000 円
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５　特別職の報酬等の状況（令和３年４月１日現在）

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

月分

月分

６　職員数の状況

　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年４月１日現在）

１　職員数は一般職に属する職員数です。

２　[     ]内は、条例定数の合計です。

３　教育部門とは、教育委員会の職員です。

４　公営企業等会計部門とは、水道・工業用水・下水道・国民健康保険・病院・介護保険・後期高齢者医療に係る職員です。

454,500

585,000

347,900

285,100

268,200

増：下水道事業業務増

減：退職者不補充、建築技師を教育部門へ配置

減：健康福祉館関連業務の減

増：清掃、ごみ収集関連業務の増、
　 　過年度退職者補充（再任用短時間→再任用フルタイム）

減：退職者不補充

〈参考〉
　　人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　  101.99人
　　〈類似団体の人口１万人当たりの職員数　　 　－　人）

増：建築技師を教育部門へ配置、文化財保護関連業務の増

〈参考〉
　　人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　  89.15人
　　〈類似団体の人口１万人当たりの職員数　　83.14人）

△ 1人

2人

△ 1人

備　　　　　　考

増：再任用短時間→正規職員、福岡県交流職員派遣

増：有害鳥獣対策業務の集約・一元化

0人

0人

1人

〈参考〉
　　人口１万人当たり職員数　　　　　　　 　　　80.33人
　　〈類似団体の人口１万人当たりの職員数　　62.46人）

2人

△ 1人

0人

0人

1人

対前年増減数

（注）

2人

[     -    ］

532 人

[  586人 ] [  586人 ]

67 人小 計

530 人

67 人

合　　計

公
営
企
業
等
会
計

部
門

病 院 10 人 10 人

下 水 道 15 人 16 人

37 人そ の 他 38 人

水 道 4 人 4 人

0人

0人

小　計 463 人 465 人

教 育 部 門 43 人 46 人 3人

60 人

小　　計 420 人 419 人

衛 生 26 人 28 人

△ 5人

農林 水産 68 人 69 人

民 生 108 人 107 人

土 木 65 人

6 人 6 人

555,000

議 員

5 人

総 務 108 人 110 人

0人

2人

　　　　　　　　　　　　　区　　分

　部　　門

副 議 長

給
料

683,000

33 人33 人

413,000
報
酬

副 市 長

市 長

退職日における給料月額×
100分の510×勤続年数

職　　員　　数　（人）

区 分 給 料 月 額 等

843,000

（参考）類似団体における最高／最低額

515,000

1,000,000

802,000

17,197,200 円

3.20

議 長

（算定方式） （１期の手当額）

386,000 470,000

副 議 長

（支給時期）

467,000

副 市 長
退職日における給料月額×

100分の300×勤続年数
8,196,000 円

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議 会

任期ごとに支給

任期ごとに支給

5 人

税 務

令和２年 令和３年

商 工

市 長

（注） 1　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額および支給率に基づき、１期（４年＝４８月）
 勤めた場合の退職手当の見込額です。

退
職
手
当

労 働 1 人 1 人

期
末
手
当

市　　　　　 長

副 市 長 3.20

議 長

議 員

　　（令和２年度支給割合）

　　（令和２年度支給割合）
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　(2) 年齢別職員構成の状況

　(3) 職員数の推移

67

教育 44

405

44

～ ～

20歳

72

431普通会計計

43

　　　　　　　年度
部門

一般行政 361 388

55

463

各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

△ 5人

4

68

総合計 477

公営企業等会計

519 530 532

67 △ 6.9%

11.5%

14.8%60人

（注）

2人 4.5%

499

43

16

408

平成29年 令和2年

16.1%

過去5年間の増減(率)

46

465451

68

55人

43

53255 31

419 58人

令和3年

53 34 50

人 人

平成30年 令和元年

人

420

78

人 人

23

～ ～

人人 人

以上

職員数
人 人 人 人 人

89

計

35歳 39歳 43歳 47歳 51歳

～～

56歳 60歳

23歳 27歳 55歳 59歳

～
48歳 52歳

～

44歳40歳

区　分

20歳

～

36歳

未満

～

24歳

31歳

28歳 32歳

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90

100

職員数（R3.4.1）

職員数（H28.4.1）
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７　公営企業職員の状況

　(1)朝倉市水道事業

　　①職員給与費の状況

　　ア　　決算

人 千円 千円 千円 千円 千円

１　職員手当には退職給与金は含まれていません。

２　再任用短時間勤務職員給与費及び会計年度任用職員給与費は含まれていません。

３　職員数は令和３年３月３１日現在の人数です（再任用短時間勤務職員及び会計年度任用職員を除く）。

　　②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（令和３年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

平均月収額には、各種手当（扶養、住居、通勤、管理職、時間外、期末・勤勉等）を含みます。  

　　③職員の手当の状況

　　ア　　期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（令和２年度決算）

千円　 千円　

（令和２年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分

月分 月分

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算 5%～15%

(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

　　イ　　退職手当（令和３年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　自己都合　　　　　　　　  勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分

その他の加算措置

（2%～20%加算）

　　ウ 　地域手当　

朝倉市内に在勤する職員については、平成21年度から不支給に改定しています。

　　エ　　時間外勤務手当

千円

千円

28.0395

0人朝倉市

支給対象地域

0円

39.7575

19.6695

(0.90)

33.27075

47.709

－

1.90

(1.45)

団体平均 45.3 335,096

（注）

朝倉市 団体平均

0%

支給対象職員数 国の制度（支給率）

2,191

4.4

502,816

548

支給実績（令和２年度決算）

0%

定年前早期退職特例措置

支給実績（令和２年度決算）

47.709

支給職員１人当たり平均支給年額（令和２年度決算） 0円

47.709

（注）

朝倉市

24.586875

支給職員１人当たり平均支給年額（令和２年度決算）

（注）

支給率

１人当たり平均支給額（令和２年度決算）

1,456 1,480

－
2.55

（注）

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

朝倉市 36.5 294,425 499,752

令和
２年度

千円

4 14,450 3,902 5,822 24,174 6,044 6,045

（参考）一人当たり給与費

Ａ　 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　　　　計　　　　　Ｂ Ｂ／Ａ　 （団体平均）
区分

職員数 給 与 費 一人当たり給与費

％ ％

555,787 31,286 28,724 5.2

令和
２年度

千円 千円　 千円　

区分
総費用 純損益又は 職員給与費

Ａ  実質収支

総費用に占める職員 （参考）令和元年度の総費用

に占める職員給与費比率給与費比率　Ｂ／ＡＢ　

8 



　　オ　　その他の手当（令和３年４月１日現在）

１　対象となる職員数が２人以下の場合は、個人の特定を避けるため、支給職員１人当たり平均支給年額欄及び支給対象職員数欄を

　アスタリスク（＊）としています。

　(2)朝倉市工業用水道事業

　　①職員給与費の状況

　　ア　　決算

人 千円 千円 千円 千円 千円

１　職員手当には退職手当は含まれていません。
２　再任用短時間勤務職員給与費及び会計年度任用職員給与費は含まれていません。

３　職員数は令和３年３月３１日現在の人数です（再任用短時間勤務職員及び会計年度任用職員を除く）。

　　②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（令和３年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

平均月収額には、各種手当（扶養、住居、通勤、管理職、時間外、期末・勤勉等）を含みます。  

　　③職員の手当の状況

　　ア　　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（令和２年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分

月分 月分

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算 5%～15%

(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

その他

内容及び支給単価（月額）

子
１６歳未満

28,000 円 同

Ａ  

交通
用具

朝倉市

総費用

給与費比率　Ｂ／Ａ

101,554

扶養
手当

6,500 円

満１６歳以上２２歳まで

55,000 円

通勤距離に応じて

実質収支

区分

　　　　　　区　　分

306,000 円

344 千円 114,800 円

総費用に占める職員

2.55
－

一人当たり給与費

職員給与費

1.90

－

１人当たり平均支給額（令和２年度決算）

純損益又は

交通
機関

（注）

国の制度
との異同

（参考）令和元年度の総費用

６ケ月定期券等相当分
１ケ月当たり支給限度額

918 千円

区分

％

（注）

(1.45)

職員数

令和
２年度

千円

団体平均 45.6

3,300円～

平　均　年　齢

通勤
手当

－

340,056

2,000円～
24,500円

同

千円　 千円　

(0.90)

団体平均

517,523

１人当たり平均支給額（令和２年度決算）

朝倉市

平均月収額基本給

給 与 費

38,142 5,4497 25,524 2,412 10,206 6,202

（参考）一人当たり給与費

Ａ　 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　　　　計　　　　　Ｂ Ｂ／Ａ　 （団体平均）

千円

支給職員１人当たり

平均支給年額

（令和２年度決算）

国の制度と
異なる内容

支給実績
（令和２年度決算）

持ち家（令和5年度廃止・経過措置中） 2,500 円 支給なし

－

異

（注）

15,000 円 同 ＊－

49.0

％

10,000 円

＊

Ｂ　 に占める職員給与費比率

異

46,399

住居
手当

借家（借間）の場合の支給限度額

令和
２年度

手当名

36,144

39.3 327,771 501,904

1,458 1,548

45.7
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　　イ　　退職手当（令和３年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　自己都合　　　　　　　　  勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分

その他の加算措置

（2%～20%加算）

　　ウ 　地域手当　

朝倉市内に在勤する職員については、平成21年度から不支給に改定しています。

　　エ　　時間外勤務手当

千円

千円

　　オ　　その他の手当（令和３年４月１日現在）  

対象となる職員数が２人以下の場合は、個人の特定を避けるため、アスタリスク（＊）としています。

　(3)朝倉市下水道事業

　　①職員給与費の状況

　　ア　　決算

人 千円 千円 千円 千円 千円

１　職員手当には退職手当は含まれていません。

２　再任用短時間勤務職員給与費及び会計年度任用職員給与費は含まれていません。

３　職員数は令和３年３月３１日現在の人数です（再任用短時間勤務職員及び会計年度任用職員を除く）。

　　②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（令和３年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

平均月収額には、各種手当（扶養、住居、通勤、管理職、時間外、期末・勤勉等）を含みます。  

国の制度（支給率）

47.709

39.7575

28.0395

19.6695 24.586875

0円

借家（借間）の場合の支給限度額 28,000 円

支給職員１人当たり平均支給年額（令和２年度決算）

47.709

0円

朝倉市

手当名 内容及び支給単価（月額）

同

支給対象地域

その他

子
１６歳未満

満１６歳以上２２歳まで

異

－

異

－

同

828 千円

132,500 円

同

146,000 円－

276,000 円

530 千円

438 千円

47.709

交通
機関

0人

持ち家（令和5年度廃止・経過措置中）

2,000円～
24,500円

0%0%

交通
用具

664

通勤距離に応じて

支給なし

通勤
手当

55,000 円

住居
手当

扶養
手当

10,000 円

2,500 円

15,000 円

6,500 円

3,300円～

６ケ月定期券等相当分
１ケ月当たり支給限度額

支給職員１人当たり

平均支給年額
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

支給実績
（令和２年度決算）

（令和２年度決算）

支給対象職員数

33.27075

支給実績（令和２年度決算）

朝倉市

（注）

令和
２年度

95

支給率

定年前早期退職特例措置

（注）

支給実績（令和２年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（令和２年度決算）

区分
総費用 （参考）令和元年度の総費用

Ａ  実質収支 Ｂ　 給与費比率　Ｂ／Ａ に占める職員給与費比率

純損益又は 職員給与費 総費用に占める職員

％

1,619,100 211,394 51,098 3.2 3.40

千円　 千円　 ％千円

区分
職員数 給 与 費 一人当たり給与費 （参考）一人当たり給与費

Ａ　 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　　　　計　　　　　Ｂ Ｂ／Ａ　 （団体平均）

令和
２年度

千円

15 57,211 9,962 22,193 89,366 5,958 5,953

（注）

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

朝倉市 38.7 296,031 256,458

団体平均 43.7 331,372 495,629

（注）
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　　③職員の手当の状況

　　ア　　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（令和２年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分

月分 月分

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算 5%～15%

(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

　　イ　　退職手当（令和３年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　自己都合　　　　　　　　  勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分

その他の加算措置

（2%～20%加算）

　　ウ 　地域手当　

朝倉市内に在勤する職員については、平成21年度から不支給に改定しています。

　　エ　　時間外勤務手当

千円

千円

　　オ　　その他の手当（令和３年４月１日現在）  

対象となる職員数が２人以下の場合は、個人の特定を避けるため、アスタリスク（＊）としています。

管理職手当は、平成23年6月まで定率制で支給していましたが、同年７月から定額制へ制度変更しました。

また、管理職手当は、平成24年1月から3％削減しています。（　　　）内は削減前の額です。

47,100円

　（48,600円）
＊ ＊一部異課長級

朝倉市 団体平均

１人当たり平均支給額（令和２年度決算） １人当たり平均支給額（令和２年度決算）

1,480 1,464

2.55 1.90

(1.45) (0.90)

－

（注）

－

朝倉市

19.6695 24.586875

28.0395 33.27075

39.7575 47.709

47.709 47.709

定年前早期退職特例措置

支給実績（令和２年度決算） 0円

支給職員１人当たり平均支給年額（令和２年度決算） 0円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

朝倉市 0% 0人 0%

（注）

支給実績（令和２年度決算） 2,924

支給職員１人当たり平均支給年額（令和２年度決算） 195

手当名 内容及び支給単価（月額）
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

支給実績
（令和２年度決算）

支給職員１人当たり

平均支給年額

（令和２年度決算）

扶養
手当

子
１６歳未満 10,000 円

同 － 2,672 千円 242,922 円満１６歳以上２２歳まで 15,000 円

その他 6,500 円

住居
手当

借家（借間）の場合の支給限度額 28,000 円 同

管理職
手当

通勤
手当

交通
機関

６ケ月定期券等相当分
１ケ月当たり支給限度額

55,000 円 同

定額制の
金額

91,580 円
持ち家（令和5年度廃止・経過措置中） 2,500 円 異 支給なし

－
1,374 千円

706 千円 176,375 円
交通
用具

通勤距離に応じて 3,300円～ 異
2,000円～
24,500円

（注）

－
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＜人事行政の運営等の状況の公表＞

１　職員の任免状況

（1）職員の採用（令和３年４月１日） 単位：人

（２）退職者（令和２年度退職者） 単位：人

土木技術職

（３）昇任者（令和３年４月１日） 単位：人

（４）降任者（令和３年４月１日） 単位：人

２　人事評価の状況

一般事務Ａ

合計

7 1

179

職　種

一般事務Ｂ（障がい者枠）

一般事務Ｃ（社会人職務経験者）

土木技術Ａ

土木技術Ｂ（民間企業等職務経験枠）

建築技術職

60 17 77 4

0 11 1 0 1

13

男 女 計

11

10 10

採用者

男

3

女

8

1 1 0

1

4

受験者

男

268

4 0

女

5

3 0 1

8

課長職昇任

合計 9 330

職　種
昇任者数

部長職昇任 5 1

男 女 計

3

320 9

9

0

2 1 3

4

12

男 男 女

部長→課長 課長補佐→係長

9

係長職昇任 12

男 女
職種

課長→課長補佐

女

合計 28

男

課長補佐職昇任

0

女

課長→主任主査

0

16

37

0

女

自己評価
職員本人が主体的に能力を開発するためには、自分自身の行動や実績を自己採点により振り返ることが大切で
す。自己評価は能力開発のための「気付き」の機会であるとともに、評価者への客観的な情報を提供するための整
理を行うことも目的の一つです。

人事評価における目標設定や評価のフィードバックを行うため、上司（評価者）と部下（被評価者）の面談を実施し
ます。これにより上司と部下の間で、業務目標や課題、進捗状況等が共有化され、その過程や結果について確認
し合うことで、評価の納得性や透明性を高めます。

業績とプロセスを評価

評価結果のフィードバック
評価の納得性を高め、自己の能力開発に役立てる観点から、期末面談での対話を重視し、職員の育成につなが
るアドバイスを行います。

面談の実施

人数 0 0

　当市では、係長職以上の職にある職員が本人の病気や家族の介護などの理由により、現在の職責を果たすことが困難な場合に、職員自ら降任
を申し出ることができる「希望降任制度」を整備し、勤労意欲の向上を図り、組織の活性化を図っています。

0 00 0

人事評価制度の特徴

業績(仕事の成果)とプロセス（発揮能力、意欲・態度）を評価することとし、若年層はプロセスを重視、上位職は業
績を重視というような、職位に応じた評価を行います

　 朝倉市の人事評価制度の主要な目的は、組織の業績向上をすること、その業績向上に貢献できる職員（人材）を多く育成すること、そして、それらの
職員をより適正に評価し処遇することです。平成27年度に試行し、平成28年度から実施しています。

男

退職者
合計

定年退職者

計

89

12

男

1

係長→主任主査

0

計

13

0

2

6

備考

185

1

5

女

8

12

その他退職者

11 25

5

1

99 69

計

14

1

168

10 0 0 0

一般事務職

職　種
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３　職員の給与の状況

４　職員の勤務時間その他勤務条件の状況
（１）勤務時間及び休憩時間

※保育所、図書館および診療所は市民の皆さんの利便を図るため職員の変則・変形勤務を行っています。

（２）休暇制度の概要

５　分限・懲戒処分の状況

　 ・令和２年度の分限処分・懲戒処分者数

※分限処分の休職は、心身の故障による病気休職の件数です。

※地方公務員法第２８条に基づく分限処分、地方公務員法第２９条に基づく懲戒処分の状況です。

※分限処分の休職者の給与は発令より１年以内は８０％支給、１年を超えた場合は無給となります。

６　職員の服務の状況

　 ・年次有給休暇の平均取得日数 　 ・育児休業取得者数 　 ・介護休暇取得者数

　 ・主な休暇の取得状況

人

人

人

人

人

人

人

職員の３歳に満たない子を養育するため育児休業をすることができる制度(育児休業に係る子が３歳に達する日まで）

職員の家族のうち規則で定める者で負傷、疾病又は老齢により規則で定める期間にわたり日常生活を営むのに支障
があるものの介護をするため、認められる場合（２週間以上６ヵ月以内）

育児時間・男性職員の出産補助休暇・結婚休暇など

７月から９月までの夏季における心身の健康維持増進のため（６日間）

親族が死亡した場合（血縁関係により日数は異なる。）

義務教育終了前の子又は特別支援学校(高等部)に在籍する子(いずれも当該職員の配偶者の子を含む。）の看護(負
傷し、若しくは疾病にかかったその子の世話又は疾病の予防を図るために必要なものとして市長が定めるその子の世
話を行うことをいう。)又は当該子が在籍する学校等が実施する行事で市長が定めるものへの参加のため勤務しないこ
とが相当であると認められるとき
ア　中学校就学の始期に達するまでの子　5日(その養育する中学校就学の始期に達するまでの子が2人以上の場合に
あっては、10日)
イ　アに掲げる子以外の子　3日(その養育するアに掲げる子以外の子が2人以上の場合にあっては、6日)

0　　人

　＜給与・定員管理等の公表１～５＞

令和元年

種類

勤務時間 開始時間 終了時間 休憩時間

週３８時間４５分 午前８時３０分 午後０時から１時間午後５時１５分

有
給

年次有給休暇

主
な
特
別
休
暇

病気休暇

子の看護

産前産後

忌　　　引

夏季休暇

その他　

無
給

育児休業

介護休暇

休職 戒告免職

分限処分 懲戒処分

減給免職 降任

10

夏季休暇

介護休暇

令和２年取得者数（実人数）

産前産後

0 13 0

主
な
特
別
休
暇

種類

令和元年

38

6

80

511

2

令和元年

10　　人

病気休暇

その他

令和２年

忌引

70子の看護

9　　人

令和２年

10.7日／人

90

4

区分
停職

0　　人

令和２年

1

11.1日／人

処分件数

妊娠中の女性職員が出産するため就業できない場合（産前産後各８週以内、多胎妊娠の場合14週以内）

負傷又は疾病のため療養する必要がある場合（９０日間を限度、疾病により１８０日間を限度）

１年につき最高２０日間付与（前年からの繰り越し分を含めると最高４０日間）

事由及び付与日数
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７　研修の状況

　 ・職員研修の実施状況と参加者数（令和２年度）

人材育成研修

８　職員の福祉と利益の保護状況

　 ・定期健康診断などの受診（令和２年度） 　 ・公務災害等の状況（令和２年度）

人 人

人

　 ・健康教育の概要（令和２年度）

　 ・福利厚生事業（令和２年度）

職員互助会の状況

名　 称：朝倉市職員互助会

会員数 525人（令和3年3月末）

 　・事業費等（令和２年度）

 　・主な事業

 会員の健康増進に係る助成

 会員の文化鑑賞活動等に係る助成

 会員のレクレーション活動に係る助成

 会員への慶弔給付等 人

９ 勤務条件に関する措置の要求の状況

１０ 不利益処分に関する不服申立ての状況

人数区分

19人

主な内容

文書取扱及びファイリング・情報公開制度、給与・勤務条件・福利厚生他

228人

7人
派遣研修

福岡県市町村職員研修所 階層別、税務（固定資産税・市町村民税）、改善力向上、ｺｰﾁﾝｸﾞ、OA他 84人

土木初任者研修、土木施行管理研修、道路計画設計研修、用地研修他

その他研修
独自研修

福岡県建設技術情報ｾﾝﾀｰ

区分 参加人数

メンタルヘルス学習会 19人

区分

8,385 千円

公務災害

8,385

定期健康診断

会員会費（           〃         ）

区分 支出額

新規採用職員研修

8,770

市負担金（給料月額４/１０００）

516

千円

　 朝倉職員互助会は、「地方公務員法第42条」及び「朝倉市職員互助会条例」に基づいて、朝倉市職員の福祉の増進を目的に設立された職
員の互助組織です。

0

　 勤務条件に関する措置要求制度は、職員から勤務条件に関し適当な行政上の措置を求める要求があった場合に、公平委員会が必要な審
査をした上で判定を行い、あるいはあっせん又はこれに準ずる方法で事案の解決に当たるものです。令和２年度中に新たな措置要求はなく、
また係属している事案もありません。

　 不利益処分についての審査制度は、職員から懲戒その他その意に反する不利益な処分を受けたとして審査請求があった場合、公平委員
会が、事案を審査し、その結果に基づいて、その処分を承認し、修正し、又は取り消す判定を行うものです。令和元年度末の係属件数、令和２
年度中の申立及び処理件数及び令和３年度への繰越件数は、全て0件です。

保健事業

文化事業

福利事業

延べ 296給付事業 千円

通勤災害

件数

5

区分 受診者
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